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～選ばれる「新しい長崎県」の実現に向けて～
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令和７年度の取組を県民の皆様に分かりやすくお示しするものとして、

「令和７年度 長崎県の主要施策」を作成いたしました。

本紙では、計画期間の最終年度を迎える長崎県総合計画の総仕上げと、

「新しい長崎県づくりのビジョン」が目指す「未来大国」の実現に向けて、

令和７年度予算要求時点の新規・拡充事業を中心とした主要施策をお示し

いたします。

部局間連携・融合による施策の充実・強化を図るとともに、市町や関係

団体、民間企業及び県民の皆様と思いや力を合わせて一緒に取り組んでま

いります。
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Ⅰ 令和７年度の主要施策

以下、５つの重点テーマに沿って、部局の垣根を越えて庁内外の関係者との連携・融合をさ

らに進めるとともに、デジタル技術など新たな発想や視点も取り入れながら、事業効果の最

大化を目指して、取り組んでまいります。

こどもが夢や希望を持って健やかに成長できる社会の実現

こどもたちの未来は長崎県の未来そのものであり、本県の明るい未来を築いていくため、こ

どもたちへの投資を未来への投資と捉えたうえで、将来を担うこどもたちが健やかで安全・

安心に成長し、その能力と可能性を高めることを積極的に支援して、社会での多様な活躍に

繋げてまいります。

取組の方向性1

▶ こどもが主役の安全・安心でチャレンジできる「こども場所」の充実、こどもの声を聴く

仕組みづくり、共家事・共育ての促進などによる「こども時間」の確保により、こどもが

夢や希望を持って健やかに成長できる環境を整備

⚫ 安全・安心で多様な居場所やワクワクする体験の充実を図るため、こども場所に関する官民ネッ

トワークの構築、中間支援組織による活動者等の支援、こども場所の充実のための体験提供等へ

の補助※や、こども食堂への支援を行う市町への補助を行うとともに、アンケート等によるこども

施策に関するこどもへの意見聴取を実施

※これらのこども施策の財源として、令和６年度中に新たな基金の造成を予定
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取組の方向性2

▶ 子育て支援施策等の充実・強化により、県民が希望どおりに安心して結婚、妊娠・出産、

子育てできる環境の整備

取組の方向性3

▶ 遠隔教育やＩＣＴ教育端末の整備等、デジタル技術を活用した多様な学びの提供や、グ

ローバル教育の推進などによる教育環境の充実

⚫ 小中学校における校内教育支援センター（ＳＳＲ）の設置や、学校外の相談・指導機関との連携、

オンラインによる支援体制強化により、不登校児童生徒のニーズに応じた多様な学びの場や居場

所を確保・提供し、将来的な社会的自立を支援

⚫ 「長崎県遠隔教育センター」を設置することで、ＩＣＴの活用により地理的条件に関わらず、子

どもたちの興味や関心、進路希望等に応じた多様で豊かな学びを提供

⚫ 高校生の外国語教育において様々な学習機会を与え、これからのグローバル社会において求めら

れる異なる言語や文化、価値への理解、英語コミュニケーション能力の向上を図り、国際県長崎

の地域経済の発展の下支えとなるグローバル人材を育成

⚫ 地域子ども教室等、こどもたちが活動する場において、文化芸術活動等に取り組んでもらうこと

で、地域でのこどもたちの文化芸術活動の場を増やし、将来にわたりこどもたちが文化芸術活動

に親しむ環境づくりを推進

⚫ 女性活躍推進及び男女共同参画社会を実現するため、市町、民間団体等と連携し、子育て世帯や

家事・子育てに係る全ての方に共家事・共育ての周知・啓発を実施

⚫ 結婚・子育ての希望がかなう環境づくりを推進するため、企業や団体の主体的な取組の促進を通

じた気運醸成を図るとともに、県民のニーズを踏まえた結婚支援のあり方の検討を行い、若い世

代のライフデザインに関する情報発信や研修等を通した意識醸成などの取組を実施

⚫ 産後ケアを希望するすべての方が安心して利用することができるよう、産後ケア事業に対する補

助のほか、産後ケアアプリ導入や県内集合契約締結などの広域的支援等を実施

⚫ 各学校が所蔵する埋蔵文化財を教材として整理・活用することで、身近にある故郷の埋蔵文化財

への理解を深めるとともに郷土を愛する人材を育成し、その公開と情報発信により地域の活性化

を促進
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取組の方向性4

▶ 子育てや教育を支える人材の確保・育成に向けた施策の推進及び教育現場の働き方改革の

促進

⚫ 将来的な保育人材の安定的な確保のため、若年層に向けて幼児教育・保育の現場の魅力を伝える

取組等を検討するとともに、保育ＤＸ・ＩＣＴ化による保育現場の負担軽減を図る取組を推進

⚫ 学校、地域、家庭、競技団体、プロスポーツ等と連携し、多様な人材を活用した事業を一体的に

展開することで子どもたちの「健やかな体」や「豊かなスポーツライフを継続する資質･能力」を

育成

⚫ 業務支援員の配置やデジタル採点システムの活用、モデル校における実践研究などの教員の業務

負担軽減につながる取組などによる教育環境の改善

⚫ 子育ての悩みや体験について語り合う機会を、保護者や地域住民、企業、各種団体の関係者に提

供し、地域ぐるみで子育てを応援する人材を育成

⚫ 不登校児童生徒の支援体制の強化のため、新たに、教育支援センター等へスクールカウンセラー

を配置
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戦略的なブランディングによる国内外の多方面から「選ばれる長崎県」の実現

自然・歴史・文化・環境など本県の多様で多彩な魅力を再認識のうえ、総体的なイメージ向

上に繋がるブランディングによる県民の皆様や民間等との協働・共創の推進とともに、マー

ケティング等の視点を踏まえた戦略的な情報発信により、県内はもとより国内外の多方面か

ら選ばれる長崎県を目指してまいります。

取組の方向性1

▶ 多様な分野の聖地化に向けたコンテンツづくりや広域周遊観光促進、ワーケーションの環

境整備、地域資源の価値・魅力の活用等による交流人口・関係人口の拡大

⚫ 雲仙地域の自然資源を活用し観光振興を図るため、インフォメーションセンターや展望台等の利

用施設の再整備を推進

⚫ 日本遺産「国境の島」認定１０周年を契機に、４市町（対馬市、壱岐市、五島市、新上五島町）

での講演会開催や周遊イベント等を実施し、更なる認知度向上や誘客を促進

⚫ 交流人口・関係人口の拡大に向け、市町や観光関係団体等による地域資源を活かした魅力ある観

光まちづくりの取組を、県や観光連盟（専門人材）が企画段階から関わりながら支援

⚫ 本県を舞台としたアニメ、小説、映画等の制作支援や、制作の素材となった地域の魅力を県内外

のコアなファンに届けるための情報発信に取り組むとともに、アニメ作品の聖地巡礼ツアーを市

町等が行う関連イベントと連携して実施

⚫ 長崎県のインフラ施設を観光資源として発掘・整備し、地域の独自性を活かした観光コンテンツ

として創出
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取組の方向性2

▶ グローバルな視点に基づく本県ならではの強みや国際航空路線等を活かしたインバウンド

誘客の拡大、平和発信及び友好交流の促進

⚫ デジタルノマドに関する調査の結果に基づき、本県のプロモーションと受け入れ基盤づくりによ

るデジタルノマドの誘致を推進

⚫ 県の移住支援公式ホームページ「ながさき移住ナビ」のアクセス増加のためのコンテンツ改善や、

市町への好事例の紹介などによる更なる移住の促進

⚫ 本県と海外友好都市との友好交流関係や人的ネットワーク強化により、経済、文化、観光等のさ

らなる交流拡大に取り組むとともに、中国における本県のプレゼンスを向上

⚫ 在日大使館や総領事館等の関係機関と連携し、国際交流をはじめとした幅広い分野での取組を行

うことで友好交流の推進及び海外における本県のプレゼンスを向上

⚫ 長崎空港開港５０周年を契機とした、官民連携による既存路線利用拡大等の取組を実施

⚫ 被爆８０年の節目の年に、被爆地から世界に向けた平和発信を促進するとともに、次代を担う平

和人材の育成、地域や世代を超えた平和教育に取り組むことにより、平和意識を醸成

⚫ 宿泊施設、飲食店、観光施設等のＯＴＡへの登録推進などを行うとともに、海外ＯＴＡサイトを

活用して、本県の観光や飲食等の情報発信を行い、インバウンド誘客を拡大

※ＯＴＡ・・・オンライン・トラベル・エージェント（Online Travel Agent）の略で、イン

ターネット上だけで取引を行う旅行会社のこと
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取組の方向性3

▶ 県内の豊かな食材やグルメの情報発信のほか、食の賑わい創出や、地域・国内外における

消費拡大に向けた取組の促進

⚫ インバウンド等のターゲット国（香港・台湾・韓国）における県産品の認知度向上を図るため、

現地百貨店や飲食店等を活用した販売促進プロモーションを実施

⚫ 県産品の認知度拡大と購入促進を図るため、デジタルマーケティングを活用した情報発信や新た

なプラットフォームを構築

⚫ 成長する海外の需要を取り込むため、輸出に必要なパートナーの発掘や効果的なＰＲの実施、新

たなルートの開拓等を行い、県産水産物の輸出拡大を促進

⚫ 水産物の消費拡大を図るため、県産水産物の魅力を発信するとともに、生産者、漁協、観光関連

事業者等で連携して県内の魅力ある魚種「推し魚」を選定し、域内供給体制を構築

⚫ 県民や観光客など誰もが本県の食を買って味わえる「食の賑わいの場」の創出に向け、食の賑わ

いの試行・実証のほか、食に関わる人たちの共創の場づくりや食に係る魅力の発信を実施

⚫ 長崎和牛の販路拡大・ブランド化を図るため、生産者団体や流通関係者等と連携した国内外での

フェアやＰＲによる海外・県外での指定店拡大を促進
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取組の方向性4

▶ ながさきピース文化祭２０２５や、大阪・関西万博、新幹線の開業効果、スポーツ振興等

を通じた交流の拡大及び情報発信にかかる施策の推進

⚫ 大阪・関西万博において、九州７県合同催事を開催することで、九州・長崎の魅力を国内外に広

く発信し、九州・長崎への誘客を促進

⚫ 本県における文化芸術の振興を図るため、県内市町や文化団体と連携し、国民文化祭及び全国障

害者芸術・文化祭（ながさきピース文化祭２０２５）を開催

⚫ 大阪・関西万博を契機とした関西エリアでのプロモーションや誘客・周遊対策等を実施すること

で本県の認知度向上とその後の継続的な誘客を促進

⚫ Ｖ・ファーレン長崎と長崎ヴェルカの活動の支援等により、賑わいの創出や県民のシビックプラ

イド醸成を促進

⚫ 長崎スタジアムシティにおいて開催予定のＢリーグオールスターゲームの機運醸成及び来県する

ブースターに対するおもてなし等を実施

⚫ 佐世保市で開催する国際サイクルロードレース「ツール・ド・九州２０２５」の成功に向けて、

大会の認知度向上を図るとともに賑わい創出や競技運営等を実施

⚫ 関西直通運行の実現に向けて、新幹線効果の拡大を図るため、県外向けの情報発信等の取組を実

施
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最先端のテクノロジー活用やイノベーションによる力強い産業の実現

本県が有するポテンシャルや産業構造の変化を捉え、新しいテクノロジーの活用やイノベー

ションの創造のほか、様々なチャレンジができる環境整備・仕組みづくりを通して、県全体

の産業振興に繋げてまいります。

取組の方向性1

▶ ＧＸの実現に向けた産業のグリーン化の推進や、新たな基幹産業としての半導体・航空機

関連産業・海洋エネルギー関連産業の確立・発展に加え、今後拡大が見込まれる水素市場

への参入促進及び、モビリティ・ドローン等の新技術の社会実装の促進

⚫ 県内における自動運転バスの社会実装に向け、「長崎空港～新大村駅」間において実証実験等の

取組を実施

⚫ 県内製造業企業の脱炭素化やグリーン成長分野における新たな需要獲得への取組を促進し、競争

力の強化を図るとともに、企業誘致に繋がるサプライチェーンの構築を推進

⚫ 世界的な需要拡大に伴い、さらなる成長が見込まれる航空機関連産業について、基幹産業として

の育成に向けた支援を実施

⚫ 国内投資が活発な半導体関連産業について、大手半導体関連企業の受注獲得を目指し、県内サプ

ライチェーンの構築・強化や、企業人材の育成・確保を集中的に支援

⚫ 脱炭素社会の実現に向けて急成長が見込まれる海洋エネルギー関連産業や水素関連産業について、

県内企業の新規参入や受注獲得を後押しし、全国に先駆けたサプライチェーン構築を推進

⚫ 長崎県内における次世代モビリティ活用について、国内外での先進事例の調査等により有効な

ユースケースを検討



9

取組の方向性2

▶ スタートアップ起業や第二創業、規制緩和による社会実証・実装の推進など新たなチャレ

ンジを支援する環境整備

⚫ 自然公園の維持管理において、登山道の現地確認や災害時の調査等にドローンを活用して業務を

効率化し、公園施設の利便性向上につなげるとともに、ドローン撮影による映像を活用した情報

発信を実施

⚫ スタートアップと投資家等とのマッチングによる資金調達の支援や起業の機運醸成を目指すイベ

ント「ミライ企業Nagasaki」を開催するとともに、登壇者のさらなるレベルアップを図るため、

県内全域でスタートアップの創出を促進

⚫ 堅調な経済成長が続く東南アジア等への事業展開を図る県内中小企業の裾野拡大及び事業拡大を

促進

⚫ 国家戦略特区（新技術実装連携“絆”特区）の指定を踏まえ、ドローンの活用による地域課題へ

の対応や観光振興、イノベーション創出に向けた社会実装、需要・供給両面からのマッチングを

加速化

⚫ 首都圏の投資家等との連携を強化し、プッシュ型でのスタートアップの呼び込みを推進するとと

もに、県内に立地している有望なスタートアップを対象に首都圏大企業等との取引拡大を支援
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▶ キャリア・産業教育やリ・スキリングの推進、デジタル専門人材・外国人材活用など、地

域社会や産業の振興に貢献する人材の育成・確保

取組の方向性4

▶ スマート農林水産業等の推進や気候変動対策などによる持続可能な生産体制・環境づくり

取組の方向性3

⚫ 高校との連携による合同企業説明会や企業見学会の開催など、県内企業の魅力を伝える取組によ

り、県内就職を促進

⚫ 県内大学等との連携による企業交流イベントの開催やインターンシップ等の充実及び県内企業の

魅力発信等の取組により、県内就職を促進

⚫ 技能者を育成する高等技術専門校の管理運営のほか、魅力発信強化、技能者のスキルアップや育

成に向けた支援を実施することで、製造業を始めとする県内中小企業の人材確保・育成を促進

⚫ スマート機器の利用等による操業の効率化・多角化や、６次産業化、海業等にチャレンジする漁

業者が必要とする機器導入・施設整備、省人・省力化につながる漁協等の取組を支援

⚫ 漁場環境の変化等への対応や、新たな養殖手法、新魚種の導入など、養殖業における課題解決に

向けて、民間のアイデアを活用しながら技術開発・実証を推進

⚫ 養殖業の持続的成長のため、中核的な養殖業者による先端技術の導入や販売力強化を支援し、産

地の発展に向けた漁場の有効利用を推進

⚫ 農山村集落・産地の維持・活性化を図るため、人口減少・高齢化などの農山村集落・産地におけ

る課題解決に向け作業のアウトソーシング化を支援

⚫ 長崎県の肉用牛産地の維持・発展に向け、枝肉重量、脂肪交雑等の産肉能力向上に加え、新たな

指標として、おいしさ能力に着目した県内繁殖雌牛の改良を推進

⚫ 森林の適切な管理や林業の成長産業化を促進するため、林業事業体の育成や強化、森林計画等の

森林情報を共有化したクラウド型のシステムの整備、森林経営管理制度に関する市町の業務支援

を実施

⚫ 気候変動による農業への影響に対応していくための品種や技術等について、調査・開発・実証・

普及を一貫して行うことで、各産地に安定した生産・出荷体制を早急に構築し、気候変動に強い

産地づくりを推進

⚫ 社会情勢の変化に対応できる人材を育成するため、大学や産業界等と連携して、専門的な講座や

企業見学、アントレプレナーシップ教育の充実や高校生アプリ開発コンテストを実施
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⚫ 介護事業所による外国人材の受入を促進するため、居住環境の整備に対して補助するとともに、

「外国人介護人材育成支援センター（仮称）」を開設

⚫ Society5.0の実現に向け、メタバース空間活用によるコミュニケーションの円滑化や外部デジタ

ル人材の活用、データ連携基盤の充実等を推進

⚫ 本県の観光を担う人材の育成・確保のため、県内商業高校等の生徒を対象に、観光関連事業者に

よる特別授業や宿泊施設での体験学習等を実施

⚫ バングラデシュからのＩＴ人材の受入を促進するとともに、留学生の県内就職促進により多業種

において高度外国人材を確保

⚫ 総合相談窓口の設置や事業者の理解促進を図る受入促進セミナーの開催、モデル３市（長崎市、

佐世保市、雲仙市）と連携した地域の実情に応じた事業者への支援等により、外国人材の受入・

定着を促進

⚫ 県内企業におけるサイバーセキュリティ分野での事業化への取組を支援するとともに、誘致企業

等との協業を通じた事業拡大等を促進

⚫ 漁業就業者の確保に向け、移住や漁業就業に関する情報発信等によるＩＪターン者の呼び込み、

スムーズな技術習得を図るとともに、子育て世代移住者の受入体制づくりを推進

⚫ 農業者の規模拡大や所得向上を目指す雇用型経営体を育成するため、特定技能外国人材の受け入

れや農福連携等により農業分野における多様な人材活用を促進



全世代が豊かで安全・安心に暮らせる持続可能な社会の実現

全世代の県民の皆様が、住み慣れた地域で安全・安心に暮らし続けられる環境・基盤づくり

を通した持続可能な社会と併せて、性別や年齢、国籍、障害の有無などに関わらず、多様性

を発揮できるダイバーシティ社会の実現を目指してまいります。

取組の方向性1

▶ 全世代の県民が、適切な医療・福祉・介護サービスや必要な支援を受けられる体制の整

備・充実や人材の確保・育成
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⚫ 常勤医師のいない離島の公立診療所におけるＩＣＴの活用や普及拡大に関して、各離島が抱える

課題等を明確にし解決策を探るための協議会を設置し、オンライン診療の体制構築を支援

⚫ 現行のドクターヘリを運航するとともに、長崎県病院企業団が運航する離島等医療連携ヘリ

（ＲＩＭＣＡＳ）を非運航日においてドクターヘリとして活用し、救急患者搬送体制を強化

⚫ 梅毒やＨＩＶ等の性感染症の予防及び感染拡大防止を図るため、患者報告数の多い世代を対象と

した啓発や検査・相談体制の整備、感染症対策従事者の人材育成等を実施

⚫ 県内医療機関等への就業率が高い看護師等養成所に対する支援を強化

⚫ 「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」（令和６年１月施行）を踏まえた「新しい認

知症観」の普及啓発を進めるとともに、国の基本計画に沿った計画の策定に向けて調査等を実施

⚫ 発達障害の診療等に取り組もうとする地域の小児科医等に対し必要な研修等を実施し、診療が可

能な医師として認定することで、発達障害児の早期診療、早期療育を実現

⚫ 介護事業所による外国人材の受入を促進するため、居住環境の整備に対して補助するとともに、

「外国人介護人材育成支援センター（仮称）」を開設

⚫ 通院費用の負担が特に大きい透析患者を対象とした交通費助成制度を創設

⚫ 困難な問題を抱える女性支援会議等の開催や、要保護児童等への心と体の健康教育を実施

⚫ 大学訪問や就職イベント参加により県内で働く薬剤師の確保を図るほか、新たな奨学金返済支援

制度を創設

⚫ 離島地域において不足する歯科衛生士を確保するため、新たな奨学金返済支援制度を創設



取組の方向性2

▶ 働き世代・高齢者が長く働き続けられるための健康寿命の延伸に向けた取組や高齢者活躍

の場の環境づくりの推進

取組の方向性3

▶ 一人ひとりが持つ多様な価値観や個性が尊重され、誰もが自分らしく暮らすことができる

社会の実現に向けた環境づくりのほか、官民一体となった女性活躍の推進や人と動物の共

生に向けた施策の推進
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⚫ 女性活躍の推進に向け、官民で組織する「ながさき女性活躍推進会議」の会員拡大を図るととも

に、企業経営者等の意識改革、管理職登用に向けた女性人材育成支援等を実施

⚫ 人と動物が共生できる住みよい社会づくりの実現を目指し、地域猫活動に係る野良猫の不妊化手

術支援、動物愛護についての学習や啓発、動物愛護管理センター（仮称）の建設など動物殺処分

ゼロ及び動物愛護推進に向けた施策を実施

⚫ 高齢者の社会参加促進に向け、共催によるセミナー開催や各種情報の共有等により市町支援を強

化するとともに、地域貢献活動の実践講座を開催

⚫ 外国人住民が安心して生活でき、地域社会の一員として地域づくりに参画できる多文化共生社会

の実現を目指し、地域における日本語教育の環境整備を実施

⚫ 「長崎健康革命」をキャッチフレーズに、「運動」「食事」「禁煙」「健診」の４つの柱に沿って

県民が主体的に健康づくりに取り組むことのできる環境を整備



取組の方向性5

▶ 脱炭素・資源循環型の持続可能な社会の実現に向けた取組など、県民の豊かな暮らしにつ

ながる施策の推進
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取組の方向性4

▶ ハード・ソフト一体となった防災・減災対策や、県民の安全・安心を守るインフラ・社会

基盤整備の促進

⚫ ２０５０年の脱炭素社会を実現するため、県民、事業者、行政などそれぞれの主体による、省エ

ネ・再エネ等の取組を推進

⚫ 環境への負荷を低減し、ごみのない循環型社会を目指すため、４Ｒの啓発活動を充実させるとと

もに、市町と連携し、廃棄物減量化と再資源化の取組を推進するほか、第６次長崎県廃棄物処理

計画（令和８～１２年度の５か年間）を策定

⚫ 生活環境の向上や水環境保全を図るため、将来人口の減少を見据えた、コンパクトで柔軟に整備

が可能な浄化槽の普及を促進

⚫ 県、民間企業、関係団体、大学、市町等のネットワークを活かした啓発活動等を通して、県民の

食育への関心を高め、健全な食生活を実践する食育活動を展開

⚫ 女性・若者の消防団への加入促進による消防団員の確保と消防団の組織強化、自主防災組織の結

成促進と活動の活性化

⚫ 能登半島地震を踏まえた、地震アセスメントの実施のほか、孤立した被災地の情報収集と進入対

策、避難所運営、物資の備蓄・輸送対策などの充実・強化

⚫ 国、市町、関係機関等との緊密な連携や訓練等による初動体制の確立、県民への迅速な情報提供、

防災資機材の整備、救急安心センター事業などによる消防防災体制の充実・強化

⚫ 激甚化・頻発化する自然災害から県民の生命・財産・暮らしを守り支えるための強靱な県土づく

りの推進

⚫ 将来にわたって必要なインフラの機能を発揮し続けるための戦略的なインフラ老朽化対策の推進

とインフラの有効活用



現下の社会経済情勢を踏まえた諸課題への対応

▶ ＤＸの推進等による生産性向上及び賃上げ支援、働き方改革等による各産業分野や地域で

活躍する人材の確保・育成

取組の方向性1

▶ 地域産業の活性化にかかる支援を通じた地場企業の成長促進や、地域を支える中小・小規

模事業者・第一次産業従事者に対するきめ細かな支援

取組の方向性2

人口減少・少子高齢化の進展等に伴う地域経済や公共交通、地域コミュニティの維持・確保

や、目下の人手不足や物価高騰等の不確実な社会・経済状況を踏まえた対策について、ス

ピード感を持って的確に取り組んでまいります。
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⚫ 離島及び本土の条件不利地域等で生産・加工された産品について、販路拡大を支援するとともに、

生産者・事業者の商品開発、生産拡大等を伴走型で支援

⚫ 商工団体の伴走支援など経営指導の強化を図ることにより、県内中小・小規模事業者の業務効率

化や売上拡大等を支援

⚫ 物価高を乗り越え、利益を確保し賃上げにつなげていくため、生産性向上と売上・収益確保の両

輪により県内食料品製造事業者を支援

⚫ 漁村の中核的組織である漁協の機能向上を図るため、経営計画の策定や合併に向けた取組を支援

⚫ 農業者の規模拡大や所得向上を目指す雇用型経営体を育成するため、特定技能外国人材の受け入

れや農福連携等により農業分野における多様な人材活用を促進

⚫ ふるさとの未来を担う人材を育成するため、学校と地域との新たなつながりを創出し、情報を広

く発信することで県民一体となってふるさと教育を実施する体制を構築

⚫ 商店街が地域の関係者や外部人材と連携しながら実施する地域課題の解決等につながる取組への

支援を行うことで、地域コミュニティの中核となる商店街の再生を推進



取組の方向性3

▶ 有人国境離島法に基づく国の支援策等を活用したしまの活性化、離島・半島地域をはじめ、

公共交通や地域コミュニティの維持・確保に向けた取組の推進・担い手の確保

⚫ 令和９年３月末に期限を迎える有人国境離島法の改正延長に向けた要望活動等を実施

⚫ しまの魅力や国の手厚い支援制度の認知度向上を図るため、しまのビジネスコンテストを開催

⚫ 地域住民の安全安心や地域活性化に寄与する離島の海上高速交通の維持・確保のため、老朽化し

た高速船ジェットフォイルの更新を支援

⚫ 持続可能な地域公共交通ネットワークの構築に向け、交通事業者等の人材確保の取組や市町にお

けるコミュニティ交通への転換を支援
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⚫ 養殖業の持続的成長のため、中核的な養殖業者による先端技術の導入や販売力強化を支援し、産

地の発展に向けた漁場の有効利用を推進

⚫ 離島漁業の再生を図るため、漁場の生産力の向上や漁業の再生に関する取組、新規就業者に対す

る漁船等のリース、漁業集落の雇用創出活動を支援

⚫ 漁業就業者の確保に向け、移住や漁業就業に関する情報発信等によるＩＪターン者の呼び込み、

スムーズな技術習得を図るとともに、子育て世代移住者の受入体制づくりを推進

⚫ 長崎県の肉用牛産地の維持・発展に向け、枝肉重量、脂肪交雑等の産肉能力向上に加え、新たな

指標として、おいしさ能力に着目した県内繁殖雌牛の改良を推進

⚫ 地域の顔となる特産品づくりによる、集落ぐるみで稼ぐ仕組みを構築するとともに、農産物直売

所の機能強化を支援し、地域活性化を推進

⚫ 県産材の利用拡大のため、非住宅建築物の木造化・木質化に向けたアドバイザーの派遣やセミ

ナーの開催、非住宅建築物への県産材利用等に対して支援を実施



取組の方向性4

▶ ＩＲの取組で目指してきた交流人口拡大や産業振興、雇用創出などの考え方を継承し、そ

の取組で得られた知見や地域資源を活かして地域経済の活性化を図るため、官民の多様な

主体が連携を図りながら、佐世保市をはじめとする県北地域の振興を通じた県全体の発展

に向けて、官民一体の施策を推進

1. 誘客拡大や広域周遊観光の促進による観光振興

2. ＧＸ関連施策や産業基盤の充実・強化等による産業振興

⚫ ハウステンボスと市町や地域の事業者との連携を深め、観光コンテンツの開発やそれらを組み合

わせた旅行商品造成への支援を通して、県北地域における広域周遊観光を推進
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⚫ 新技術を活用した地域課題の解決を図るため、次世代モビリティの活用可能性や実証・導入に向

けた検討を実施

⚫ ドローンを活用したイベントの開催支援により新しい観光コンテンツを創出するとともに、新技

術実装連携“絆”特区を契機としたドローン活用への機運醸成や若い世代でのドローンへの理解

を促進

⚫ 県北地域の市町等と連携し、船会社等へのセールスの実施による佐世保港へのクルーズ誘致・周

遊観光の促進

⚫ 民間投資による大型工業団地整備とアンカー企業の誘致実現により、地場企業との取引拡大や雇

用創出を図るとともに、周辺地域における企業誘致も併せて推進

⚫ 防衛関連等の新たな需要獲得に向けた造船関連産業のサプライチェーン強靭化への取組を推進す

るとともに、訓練機関等を活用した人材の育成・確保など、新たな施策の検討を実施

⚫ 洋上風力発電などの海洋エネルギー関連産業における建設工事・維持管理等の受注拡大、サプラ

イチェーン構築に向けた取組を強化

⚫ 園芸団地を働く場所としてＵＩターン移住者等を誘致し、スマート技術で儲かる農業を実践する

「農業版長崎移住パッケージ」を推進

⚫ 県北地域における食の賑わい拠点創出に向けた実証・試行を行うとともに、地域固有の課題抽出

や地域プレイヤーの発掘・取り込み、戦略の検討等を関係市町と連携しながら実施

⚫ 西海橋公園への集客力向上を図り、広域周遊や交流人口拡大に繋げるため、民間投資等の活用を

含むリニューアルを行うとともに、県北地域におけるガーデンツーリズムの推進と２０２７年国

際園芸博覧会を活用したＰＲを併せて実施



3. 特色ある地域資源等を活かした地域振興
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⚫ 「ツール・ド・九州２０２５佐世保クリテリウム」の開催と、集客拡大と交流人口拡大につなが

る関連施策を推進するとともに、大会開催を契機とした県内のサイクルツーリズムを推進

⚫ ながさきピース文化祭における市町連携事業、ハウステンボス等の民間連携事業の推進とそれを

契機とした文化振興の推進

⚫ 宇久島の自然や資源とＤＸなどの最先端技術を組み合わせた新たな学びによる「離島留学制度」

を長崎県立宇久高等学校に導入することで、交流人口の拡大、島の活性化を推進



Ⅱ 各部局の主な事業

【秘書・広報戦略部】

令和７年度は、自然・歴史・文化・環境等の本県の多様な魅力を再認識し、総体的なイメージ向上
につながるブランディングの推進や戦略的かつ分野横断的な情報発信等を推進してまいります。

1. 他県と差別化された選ばれる「新しい長崎県」の実現に向け、総体的なイメージ向上につながる
「長崎ブランド」の構築に取り組みます。

2. 最適な広報媒体を選択し、必要な情報が、届けるべき方に確実に届き、行動変容につながる戦略的
かつ分野横断的な情報発信に取り組みます。

基本方針

主な計上事業
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▶ 長崎県情報発信促進事業費（ながさきＰＲ戦略課） ： ６８，１４５千円

⚫ 民間の知見を活用し、各部局の情報発信・ＰＲ事業に対する伴走型の支援を行うことで実効性の

高い情報発信を推進するととともに、パブリシティ活動等により、本県の魅力を県内外へ発信

⚫ 県民が共感し、誇りに思えるような「長崎ブランド」の構築に向けて、ブランディングの考え方

を県内に醸成し、浸透させるための取組を実施

▶ 長崎ブランド構築プロジェクト費（ながさきＰＲ戦略課） ： ２２，８２４千円

▶ （新）大阪・関西万博出展事業費（ながさきＰＲ戦略課） ： ３５，０００千円

⚫ 大阪・関西万博において、九州７県合同催事を開催することで、九州・長崎の魅力を国内外に広

く発信し、九州・長崎への誘客を促進



【企画部】

令和７年度は、長崎県総合計画の最終年度にあたることから、着実な計画の推進に努めるとともに、
Society5.0の実現に向けて最先端技術を効果的に活用し、本県の特性や地域課題に応じたデジタル化
の推進を図るほか、ドローンを活用したイノベーション創出に向けた施策や、次期総合計画・総合戦
略策定に取り組んでまいります。

1. 本県における地域課題の解決や、産業の活性化、豊かで質の高い県民生活を実現するため、ドロー
ンをはじめとする最先端技術を利活用することにより、Society5.0の実現に向けたデジタル化や
ＤＸを推進します。

2. 令和８年度以降における県政運営の指針や考え方を示す、次期総合計画・総合戦略について、幅広
くご意見をお伺いしながら、策定を進めます。

基本方針

主な計上事業
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▶ （拡）長崎県総合計画策定事業費（政策企画課） ： ２５，８５５千円

⚫ 次期総合計画・総合戦略の策定に向けた各分野で構成する有識者会議等や、地方創生に係る気運

醸成の取組を推進

▶ （拡）空飛ぶ未来を拓くドローンワールドプロジェクト費（デジタル戦略課）

： ３１，５３０千円

⚫ 国家戦略特区（新技術実装連携“絆”特区）の指定を踏まえ、ドローンの活用による地域課題へ

の対応や観光振興、イノベーション創出に向けた社会実装、需要・供給両面からのマッチングを

加速化

▶ （拡）ながさきSociety5.0推進費（デジタル戦略課） ： ７６，７２１千円

⚫ Society5.0の実現に向け、メタバース空間活用によるコミュニケーションの円滑化や外部デジタ

ル人材の活用、データ連携基盤の充実等を推進

▶ （新）次世代モビリティ検討事業費（デジタル戦略課） ： ２，０００千円

⚫ 長崎県内における次世代モビリティ活用について、国内外での先進事例の調査等により有効な

ユースケースを検討



主な計上事業

【総務部】

令和７年度は、「新しい長崎県づくりのビジョン」の実現に向け施策の重点化や充実・強化並びに
人材育成に取り組んでいきます。
また、長崎県総合計画の最終年度にあたることから、行政におけるデジタル化の推進、私立学校・

県立大学の魅力向上等を一層推進してまいります。

1. 「長崎県行財政運営プラン２０２５」に掲げる「挑戦と持続を両立する行財政運営」、「行政のデ
ジタル改革と働き方改革」、「多様な主体との連携と人材育成」の実現に向けて取り組みます。

2. 職員の人材育成については、時代の変化に対応し挑戦していくために、現場主義に基づき、関係者
とビジョンを共有し、実現していく職員の育成等を推進します。

3. 今後の財政運営について、物価高騰など社会経済情勢を注視しながら、歳入・歳出両面から一層の
収支改善を進めることで、財源不足額の圧縮に努めます。

4. 県財政の貴重な自主財源である県税収入を確保するため、市町との連携を継続し、未収額の縮減に
努めます。また、ふるさと納税においては、返礼品等の充実を図り、更なる寄附額の増加に取り
組みます。

5. デジタル技術の活用により行政運営を効率化し、質の高い行政サービスの提供や県民の利便性向上、
職員の多様な働き方の実現に取り組みます。

6. 建学の精神に基づいた、私立学校の独自性・自主性を尊重しながら、魅力ある学校づくりを推進し
ます。

7. 地域に根ざした実践的な教育等を通じて、若者の地元定着を推進するほか、企業との連携強化・
大学の競争力向上に向けた教育環境の整備・充実を図ることで、魅力ある、選ばれる県立大学を目
指します。

基本方針
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▶ スマート県庁プロジェクト費（スマート県庁推進課） ： ６７，４５９千円

⚫ デジタルを活用した効率的で質の高い行政サービスの実現に向け、業務プロセスの改善とともに、

行政手続のオンライン化やデジタル人材の育成・確保等に取り組むことで、県庁ＤＸを推進

▶ 私立学校耐震化事業助成費（学事振興課） ： ６６，６６６千円

⚫ 私立学校施設の耐震改築工事へ支援

⚫ 私立小・中・高等学校における教育の振興と保護者の教育費負担の軽減を図るため、学校の運営

に要する経常的経費の一部を支援

▶ 私立学校教育振興費（学事振興課） ： ５，３４４，７７５千円

⚫ 長崎県立大学佐世保校において、学部学科再編を踏まえた新たな機能を有する校舎への建替えに

かかる建設工事を実施

▶ 県立大学佐世保校建設整備事業費（学事振興課） ： ４１０，３７１千円



主な計上事業

【危機管理部】

令和７年度は、長崎県総合計画の最終年度にあたることから、県民の生命・財産を守るため、地域
防災力の向上に向けた、ハード・ソフト一体となった防災・減災対策を一層推進してまいります。

1. 能登半島地震など、自然災害が激甚化、頻発化し、我が国を取り巻く安全保障環境が厳しさを増す
中、県民の生命、身体、財産を守るため、能登半島地震の課題を踏まえた防災対策の充実・強化、
国、市町、関係機関との緊密な連携による初動体制の確立、県民への迅速・的確な情報提供、防災
資機材の整備、救急安心センター事業（＃７１１９）による救急体制の強化など消防防災体制の充
実・強化を図ります。

2. 地域防災力の向上により災害発生時の被害を最小限にするため、市町による消防団活動の充実強化、
特に若年層や女性への勧誘対策、事業所等との連携を支援するとともに、自主防災組織の結成促進、
地域住民の防災意識の向上を図ります。

基本方針
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⚫ 能登半島地震の課題を踏まえた防災対策の充実強化を図るとともに、防災関係機関等の対応能力

の向上を図るため、自然災害や石油コンビナート区域での災害、原子力災害、武力攻撃事態等の

様々な災害や有事を想定した実践的な訓練、防災資機材の整備、基地と地域との共存共生を推進

⚫ 地域防災力を高めるため、市町の消防団員確保対策などを支援。県民の生命・身体・財産を守り、

また、災害時の避難行動を促すため、各種災害情報などの県民へのより迅速・的確な情報提供を

実施するとともに、救急安心センター（＃７１１９）の運営を継続

▶ 一般防災対策費（防災企画課） ： ５３，９８５千円

▶ （新）能登半島地震を踏まえた防災対策充実強化事業費（防災企画課）： ２０１，８６８千円

▶ 原子力災害対策整備事業費（防災企画課） ： ２００，９１９千円

▶ 国民保護対策事業費（基地対策・国民保護課） ： １１，０５７千円

▶ 基地対策費（基地対策・国民保護課） ： ２，３４７千円

▶ 救急安心センター事業費（＃７１１９） （消防保安室） ： ２５，４７４千円

▶ 消防団活動充実強化事業費（消防保安室） ： １１，２１２千円

▶ 総合防災情報ネットワークシステム事業費（基地対策・国民保護課） ： ３５，２８３千円

▶ 防災行政無線運用管理費（基地対策・国民保護課） ： ２４８，６０６千円



主な計上事業

【地域振興部】

令和７年度は、長崎県総合計画の最終年度にあたることから、しまや半島などの地域活性化や、西
九州新幹線の開業効果の拡大と九州新幹線西九州ルートの整備促進を一層推進してまいります。

1. 国内外から多くのノマドワーカーに選ばれる長崎県を目指します。
2. 離島及び条件不利地域等の本県産品の販路拡大及びその生産者・事業者の売上・所得向上を図り

ます。
3. 全線フル規格に向けて、新幹線効果の拡大を図るための県外向けの情報発信等に取り組みます。
4. 交通事業者等による自動運転バスの検討・導入を促進するための実証実験等に取り組みます。
5. 県庁舎跡地整備基本構想の具体化と地域の賑わい創出に取り組みます。

基本方針
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▶ （新）ながさき食の産品サポート事業費（地域づくり推進課） ： １１４，３７５千円

⚫ 離島及び本土の条件不利地域等で生産・加工された産品について、販路拡大を支援するとともに、

生産者・事業者の商品開発、生産拡大等を伴走型で支援

▶ （新）デジタルノマド受入推進事業費（地域づくり推進課） ： ２７，９１５千円

⚫ デジタルノマドに関する調査の結果に基づき、本県のプロモーションと受け入れ基盤づくりによ

るデジタルノマドの誘致を推進

▶ （拡）ながさきUIターン拡大・魅力発信事業費（地域づくり推進課） ： ４６，５８８千円

⚫ 県の移住支援公式ホームページ「ながさき移住ナビ」のアクセス増加のためのコンテンツ改善や、

市町への好事例の紹介などによる更なる移住の促進

▶ （新）西九州新幹線ネットワーク強化事業費（新幹線対策課） ： ３０，９５８千円

⚫ 関西直通運行の実現に向け、新幹線効果の拡大を図るため、県外向けの情報発信等の取組を実施

⚫ 県内における自動運転バスの社会実装に向け、「長崎空港～新大村駅」間において実証実験等の

取組を実施

▶ （拡）自動運転バス等社会実装推進事業費（交通政策課） ： １００，０００千円
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▶ 地域公共交通ネットワーク再構築等推進事業費（交通政策課） ： ２５，０５１千円

⚫ 持続可能な地域公共交通ネットワークの構築に向け、交通事業者等の人材確保の取組や市町にお

けるコミュニティ交通への転換を支援

▶ しま振興推進費（地域づくり推進課） ： ２５，３８１千円

⚫ 令和９年３月末に期限を迎える有人国境離島法の改正延長に向けた要望活動等を実施

▶ しまのビジネスチャレンジ促進事業費（地域づくり推進課） ： １７，４１９千円

⚫ しまの魅力や国の手厚い支援制度の認知度向上を図るため、しまのビジネスコンテストを開催

⚫ 地域住民の安全安心や地域活性化に寄与する離島の海上高速交通の維持・確保のため、老朽化し

た高速船ジェットフォイルの更新を支援

▶ ジェットフォイル更新支援事業費（交通政策課） ： １４７，３７５千円

▶ 跡地活用検討経費（県庁舎跡地活用室） ： ９７，８５３千円

⚫ 整備に際しての民間活力の導入について詳細検討するととともに、賑わい創出のための利活用を

推進
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主な計上事業

【文化観光国際部】

令和７年度は、「新しい長崎県づくりのビジョン」の実現に向け、本県が持つ多様なコンテンツの
掘り起こし・磨き上げを進め、効果的なプロモーションなどにより国内外から多くの方に訪れていた
だくための施策に取り組んでまいります。
また、長崎県総合計画の最終年度にあたることから、魅力ある観光まちづくりの推進や、アジアを

はじめとした海外活力の取り込み、県産品のブランド化と販路拡大に加え、文化・スポーツによる地
域活性化、国際交流と平和発信を一層推進してまいります。

1. 国内外からの観光客や観光消費額の拡大を図っていくため、個人の嗜好の多様化に対応した観光コ
ンテンツづくりや、ターゲットを絞った効果的なプロモーション等を推進するとともに、国際航空
路線の誘致等に取り組みます。

2. 県産品のブランド化と販路拡大を図るため、長崎県産品の魅力発信のための仕掛けづくりや、デジ
タルマーケティングを活用したプラットフォームの構築等に取り組みます。

3. ながさきピース文化祭２０２５やツール・ド・九州２０２５の開催に取り組みます。
4. 世界遺産や日本遺産をはじめとする多様で魅力ある地域資源の価値を積極的に発信し、歴史文化や

スポーツを活かした交流促進等に取り組みます。
5. 被爆８０年にあたり、被爆の実相の継承及び平和の発信等に取り組みます。

基本方針

⚫ 長崎空港開港５０周年を契機とした、官民連携による既存路線利用拡大等の取組を実施

▶ （新）国際路線就航・利用促進プロジェクト事業費（国際観光振興室）： ２７，８８２千円

⚫ 宿泊施設、飲食店、観光施設等のＯＴＡへの登録推進などを行うとともに、海外ＯＴＡサイトを

活用して、本県の観光や飲食等の情報発信を行い、インバウンド誘客を拡大

※ＯＴＡ…Online Travel Agentの略で、インターネット上だけで取引を行う旅行会社のこと

▶ （新）長崎県ＦＩＴ誘客インバウンド推進事業費（国際観光振興室） ： ８４，６１４千円

※ＦＩＴ…Foreign Independent Tourの略で、団体旅行やパッケージツアーを利用することなく

個人で海外旅行に行くことやその海外個人旅行者のこと

▶ （新）マニアが集う長崎プロジェクト費： ５７，２９４千円（うち文化振興・世界遺産課

１０，０９６千円、観光振興課 ２５，０００千円、物産ブランド推進課 ２２，１９８千円）

⚫ 本県を舞台としたアニメ、小説、映画等の制作支援や、制作の素材となった地域の魅力を県内外

のコアなファンに届けるための情報発信に取り組むとともに、アニメ作品の聖地巡礼ツアーを市

町等が行う関連イベントと連携して実施

▶ （新）大阪・関西万博を契機とした関西誘客プロモーション事業費（観光振興課）

： ３３，１２６千円

⚫ 大阪・関西万博を契機とした関西エリアでのプロモーションや誘客・周遊対策等を実施すること

で本県の認知度向上とその後の継続的な誘客を促進
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▶ （新）ながおしデジタルマーケティング活用推進事業費（物産ブランド推進課）

： ４９，９７８千円

⚫ 県産品の認知度拡大と購入促進を図るため、デジタルマーケティングを活用した情報発信や新た

なプラットフォームを構築

▶ （新）スポーツで創る！賑わい・シビックプライド醸成事業費（スポーツ振興課）

： ２９，７９０千円

⚫ Ｖ・ファーレン長崎と長崎ヴェルカの活動の支援等により、賑わいの創出や県民のシビックプラ

イド醸成を促進

▶ （拡）国民文化祭推進事業費（ながさきピース文化祭課） ： ７６４，５７９千円

⚫ 本県における文化芸術の振興を図るため、県内市町や文化団体と連携し、国民文化祭及び全国障

害者芸術・文化祭（ながさきピース文化祭２０２５）を開催

▶ （拡）長崎県平和発信事業費（国際課） ： ３８，４１３千円

⚫ 被爆８０年の節目の年に、被爆地から世界に向けた平和発信を促進するとともに、次代を担う平

和人材の育成、地域や世代を超えた平和教育に取り組むことにより、平和意識を醸成

▶ （新）日本遺産「国境の島」認定１０周年記念事業費（文化振興・世界遺産課）

： ９，３３７千円

⚫ 日本遺産「国境の島」認定１０周年を契機に、４市町（対馬市、壱岐市、五島市、新上五島町）

での講演会開催や周遊イベント等を実施し、更なる認知度向上や誘客を促進

▶ 「みんなで磨く！観光まちづくり」推進事業費（観光振興課） ： １０９，３７２千円

⚫ 交流人口・関係人口の拡大に向け、市町や観光関係団体等による地域資源を活かした魅力ある観

光まちづくりの取組を、県や観光連盟（専門人材）が企画段階から関わりながら支援

▶ （新）ツール・ド・九州開催事業費（スポーツ振興課） ： ７６，８３３千円

⚫ 佐世保市で開催する国際サイクルロードレース「ツール・ド・九州２０２５」の成功に向けて、

大会の認知度向上を図るとともに賑わい創出や競技運営等を実施



【県民生活環境部】

令和７年度は、長崎県総合計画の最終年度にあたることから、「誰もが安全・安心に暮らし活躍
できる環境づくりや持続可能な地域づくり」に向けて各種施策を一層推進してまいります。
1. 男女が性別にかかわりなく個性と能力を発揮する社会を目指し、共家事・共育ての促進、企業経

営者等の意識改革、管理職登用に向けた女性人材育成支援等を実施します。
2. 脱炭素社会の実現に向けた省エネや再エネの推進、ごみのない循環型社会を目指した廃棄物の減

量化と再資源化について、ながさき環境県民会議を中心として県民や事業者、行政が一体となっ
た県民総ぐるみの取組を推進します。

3. 人と動物が共生できる住みよい社会づくりを進めるため、地域猫活動の支援、動物愛護教育、動
物愛護管理センター（仮称）の建設など動物殺処分ゼロや動物愛護に係る施策を実施します。

4. 人と自然の共生や自然資源を活用した持続可能な地域づくりを進めるため、国立公園「雲仙」の
観光振興に向けた取組やシカによる生態系被害対策等の自然環境保全の取組を実施します。

基本方針
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▶ 企業で働く女性の活躍応援事業費（男女参画・女性活躍推進室） ： １１，８５４千円

⚫ 女性活躍の推進に向け、官民で組織する「ながさき女性活躍推進会議」の会員拡大を図るととも

に、企業経営者等の意識改革、管理職登用に向けた女性人材育成支援等を実施

▶ 脱炭素社会実現推進事業費（地域環境課） ： ２５４，１３４千円

⚫ ２０５０年の脱炭素社会を実現するため、県民、事業者、行政などそれぞれの主体による、省エ

ネ・再エネ等の取組を推進

▶ （拡）４Ｒ・ゴミゼロ推進事業費（資源循環推進課） ： ６１，１７８千円

⚫ 環境への負荷を低減し、ごみのない循環型社会を目指すため、４Ｒの啓発活動を充実させるとと

もに、市町と連携し、廃棄物減量化と再資源化の取組を推進するほか、第６次長崎県廃棄物処理

計画（令和８～１２年度の５か年間）を策定

▶ 動物殺処分ゼロプロジェクト費（生活衛生課） ： ３９４，０７８千円

⚫ 人と動物が共生できる住みよい社会づくりの実現を目指し、地域猫活動に係る野良猫の不妊化手

術支援、動物愛護についての学習や啓発、動物愛護管理センター（仮称）の建設など動物殺処分

ゼロ及び動物愛護推進に向けた施策を実施

▶ （拡）共家事・共育て促進事業費（男女参画・女性活躍推進室） ： １０，３４９千円

⚫ 女性活躍推進及び男女共同参画社会を実現するため、市町、民間団体等と連携し、子育て世帯や

家事・子育てに係る全ての方に共家事・共育ての周知・啓発を実施

主な計上事業
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▶ （拡）食育の環連携プロジェクト事業費（食品安全・消費生活課） ： １１，２７７千円

⚫ 県、民間企業、関係団体、大学、市町等のネットワークを活かした啓発活動等を通して、県民の

食育への関心を高め、健全な食生活を実践する食育活動を展開

▶ （拡）雲仙ネクスト１００年上質化事業費（自然環境課） ： ８０，０００千円

⚫ 雲仙地域の自然資源を活用し観光振興を図るため、インフォメーションセンターや展望台等の利

用施設の再整備を推進

▶ （新）自然公園等ＤＸ推進事業費（自然環境課） ： ２，３２７千円

⚫ 自然公園の維持管理において、登山道の現地確認や災害時の調査等にドローンを活用して業務を

効率化し、公園施設の利便性向上につなげるとともに、ドローン撮影による映像を活用した情報

発信を実施

▶ （拡）対馬自然生態系回復事業費（自然環境課） ： １７，０７４千円

⚫ ツシマヤマネコをはじめとする希少な野生動植物の生息生育地域であり、シカ捕獲重点区域とし

て位置付けられている対馬において、シカの食害を防止し希少種を含む自然生態系回復を目指す

取組を実施

▶ 浄化槽設置整備費（水環境対策課） ： ３０５，６３６千円

⚫ 生活環境の向上や水環境保全を図るため、将来人口の減少を見据えた、コンパクトで柔軟に整備

が可能な浄化槽の普及を促進

▶ 令和７年国勢調査費（統計課） ： ７８３，５４７千円

⚫ 国内の人口・世帯の実態を把握し、各種行政施策その他の基礎資料を得ることを目的として、法

律に基づき５年に１度実施
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主な計上事業

【福祉保健部】

令和７年度は、長崎県総合計画の最終年度にあたることから、「チェンジ＆チャレンジ２０２５」
の基本理念である「人・産業・地域を結び、新たな時代を生き抜く力強い長崎県づくり」に基づき、
「県民一人ひとりの尊厳が保たれ、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる持続可能な
地域共生社会の実現」に向けて、以下に関する施策を一層推進してまいります。

1. 医療ＤＸ等の推進による持続可能な医療提供体制の整備・充実や地域での発達障害児の診療体制の
強化など、医療・看護・福祉・介護の充実に取り組みます。

2. 医療・看護・福祉・介護サービスの提供体制を支えるため、新卒・ＵＩターン・外国人材など各分
野の状況に応じた人材確保・育成の支援に取り組みます。

3. 健康寿命延伸に向けた取組に加え、高齢者がいきいきと輝く長崎県の実現のため、高齢者の生きが
いづくりや、認知症高齢者等に対する支援の充実などに取り組みます。

基本方針

▶ （新）地域医療充実のための医療ＩＣＴ活用促進事業費（医療人材対策室）： ６，３２０千円

⚫ 常勤医師のいない離島の公立診療所におけるＩＣＴの活用や普及拡大に関して、各離島が抱える

課題等を明確にし解決策を探るための協議会を設置し、オンライン診療の体制構築を支援

▶ （拡）ドクターヘリ運営事業費（医療政策課） ： ４３７，０１６千円

⚫ 現行のドクターヘリを運航するとともに、長崎県病院企業団が運航する離島等医療連携ヘリ

（ＲＩＭＣＡＳ）を非運航日においてドクターヘリとして活用し、救急患者搬送体制を強化

▶ （拡）感染症予防事業費（地域保健推進課） ： ４２，３６３千円

⚫ 梅毒やＨＩＶ等の性感染症の予防及び感染拡大防止を図るため、患者報告数の多い世代を対象と

した啓発や検査・相談体制の整備、感染症対策従事者の人材育成等を実施

▶ （拡）看護師等養成事業費（医療人材対策室） ： １２１，２５９千円

⚫ 県内医療機関等への就業率が高い看護師等養成所に対する支援を強化

▶ (新) 認知症の人とともにつくる認知症施策推進事業費（長寿社会課） ： ６，１５２千円

⚫ 「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」（令和６年１月施行）を踏まえた「新しい認

知症観」の普及啓発を進めるとともに、国の基本計画に沿った計画の策定に向けて調査等を実施
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▶ （拡）長崎健康革命プロジェクト事業費（国保・健康増進課） ： ４４，７６３千円

⚫ 「長崎健康革命」をキャッチフレーズに、「運動」「食事」「禁煙」「健診」の４つの柱に沿って

県民が主体的に健康づくりに取り組むことのできる環境を整備

▶ （拡）いきいきシニア活躍促進事業費（社会参加支援）（長寿社会課） ： １３，２７３千円

⚫ 高齢者の社会参加促進に向け、共催によるセミナー開催や各種情報の共有等により市町支援を強

化するとともに、地域貢献活動の実践講座を開催

▶ （拡）外国人介護人材確保・定着促進事業費（長寿社会課） ： ２２，９５３千円

⚫ 介護事業所による外国人材の受入を促進するため、居住環境の整備に対して補助するとともに、

「外国人介護人材育成支援センター（仮称）」を開設

▶ （新）発達障害児地域診療体制強化事業費（障害福祉課） ： ４，２００千円

⚫ 発達障害の診療等に取り組もうとする地域の小児科医等に対し必要な研修等を実施し、診療が可

能な医師として認定することで、発達障害児の早期診療、早期療育を実現

▶ （新）透析患者の送迎支援事業費（障害福祉課） ： ３，７００千円

⚫ 通院費用の負担が特に大きい透析患者を対象とした交通費助成制度を創設

▶ （拡）薬剤師確保対策事業費（薬務行政室） ： ４，２５６千円

⚫ 大学訪問や就職イベント参加により県内で働く薬剤師の確保を図るほか、新たな奨学金返済支援

制度を創設

▶ （新）保健医療対策費（歯科衛生士確保対策）（医療政策課） ： ５０３千円

⚫ 離島地域において不足する歯科衛生士を確保するため、新たな奨学金返済支援制度を創設



【こども政策局】
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主な計上事業

令和７年度は、「新しい長崎県づくりのビジョン」の実現に向け、こどもが主役の安全・安心で
チャレンジできる「こども場所」の充実をはじめとした、こどもが夢や希望を持って健やかに成長で
きる環境づくりに取り組んでまいります。
また、長崎県総合計画及び次期長崎県子育て条例行動計画に基づき、結婚、妊娠・出産から子育て

までの切れ目ない支援などの関連施策等を一層推進してまいります。

1. こどもが主役の安全・安心でチャレンジできる「こども場所」の充実、こどもの声を聴く仕組みづ
くり、共家事・共育ての促進などによる「こども時間」の確保により、こどもが夢や希望を持って
健やかに成長できる環境の整備に取り組みます。

2. 子育て支援施策等の充実・強化により、県民が希望どおりに安心して結婚、妊娠・出産、子育てで
きる環境の整備に取り組みます。

3. 子育てや教育を支える人材の確保・育成に向けた施策の推進に取り組みます。

基本方針

▶ （新）こどもが主役！こども場所推進事業費（こども未来課） ： ６１，８５６千円

⚫ 安全・安心で多様な居場所やワクワクする体験の充実を図るため、こども場所に関する官民ネッ

トワークの構築、中間支援組織による活動者等の支援、こども場所の充実のための体験提供等へ

の補助※や、こども食堂への支援を行う市町への補助を行うとともに、アンケート等によるこども

施策に関するこどもへの意見聴取を実施

※これらのこども施策の財源として、令和６年度中に新たな基金の造成を予定

⚫ 結婚・子育ての希望がかなう環境づくりを推進するため、企業や団体の主体的な取組の促進を通

じた気運醸成を図るとともに、県民のニーズを踏まえた結婚支援のあり方の検討を行い、若い世

代のライフデザインに関する情報発信や研修等を通した意識醸成などの取組を実施

▶ 地域で産業でみんなで応援「結婚・子育て」推進事業費 （こども未来課） ：４０，９４５千円

▶ （新）ママの安心出産～産後支援事業費（こども家庭課） ： ２９，２６３千円

⚫ 産後ケアを希望するすべての方が安心して利用することができるよう、産後ケア事業に対する補

助のほか、産後ケアアプリ導入や県内集合契約締結などの広域的支援等を実施
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▶ （新）次世代へつなぐ保育の魅力向上・発信事業費（こども未来課） ： １１，４７２千円

⚫ 将来的な保育人材の安定的な確保のため、若年層に向けて幼児教育・保育の現場の魅力を伝える

取組等を検討するとともに、保育ＤＸ・ＩＣＴ化による保育現場の負担軽減を図る取組を推進

▶ （拡）ひとり親家庭等自立支援事業費（こども家庭課） ： １０７，７４１千円

⚫ ひとり親家庭の就労・自立に向けた貸付金及び給付金等の支援に加え、ひとり親家庭を含む子育

て世帯に対する今後の施策検討のため、生活時間等実態把握にかかる調査を実施

▶ （拡）困難な問題を抱える女性支援事業費（こども家庭課） ： ２，２３４千円

⚫ 困難な問題を抱える女性支援会議等の開催や、要保護児童等への心と体の健康教育を実施



【産業労働部】

令和７年度は、長崎県総合計画の最終年度にあたることから、半導体関連産業や海洋エネルギー関
連産業等の成長産業の振興を強化しつつ、併せて、中小・小規模事業者へのきめ細やかな対策等を講
じることで、地域経済の維持・活性化を図るとともに、産業を支える人材の確保・育成を一層推進し
てまいります。
1. カーボンニュートラルの潮流の中、国内投資が活発化している半導体や航空機、海洋エネルギーな

どの成長産業における県内企業の設備投資や取引拡大、サプライチェーン強化を支援するほか、今
後、拡大が見込まれる水素市場への参入を促進します。

2. 厳しい経営環境が続く中小・小規模事業者に対し、デジタル化等による生産性向上や価格転嫁の推
進、資金需要への対応など、きめ細やかな対策を講じます。

3. 若者の県内定着やＵＩターン促進、高度外国人材の受入体制の構築等の取組を進め、産業人材の確
保・育成を図るほか、雇用の場の創出に資するスタートアップの誘致や取引拡大等を支援します。

基本方針

主な計上事業
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▶ （拡）商店街再生プロジェクト支援事業費（経営支援課） ： １５，６７６千円

⚫ 商店街が地域の関係者や外部人材と連携しながら実施する地域課題の解決等につながる取組への

支援を行うことで、地域コミュニティの中核となる商店街の再生を推進

▶ （新）半導体関連産業サプライチェーン強化推進事業費（企業振興課） ：１０９，５８８千円

⚫ 国内投資が活発な半導体関連産業について、大手半導体関連企業の受注獲得を目指し、県内サプ

ライチェーンの構築・強化や、企業人材の育成・確保を集中的に支援

▶ （拡）新エネルギー関連産業拠点形成事業費（新エネルギー推進室） ： ８８，８８４千円

⚫ 脱炭素社会の実現に向けて急成長が見込まれる海洋エネルギー関連産業や水素関連産業について、

県内企業の新規参入や受注獲得を後押しし、全国に先駆けたサプライチェーン構築を推進

▶ 次世代基幹産業育成事業費（企業振興課） ：１２８，８８０千円

⚫ 世界的な需要拡大に伴い、さらなる成長が見込まれる航空機関連産業について、基幹産業として

の育成に向けた支援を実施

▶ Green Top Nagasaki企業成長促進事業費（企業振興課） ：２１６，９５１千円

⚫ 県内製造業企業の脱炭素化やグリーン成長分野における新たな需要獲得への取組を促進し、競争

力の強化を図るとともに、企業誘致に繋がるサプライチェーンの構築を推進

▶ （新）商工サポート強化プロジェクト事業費（経営支援課） ： ２３，５５０千円

⚫ 商工団体の伴走支援など経営指導の強化を図ることにより、県内中小・小規模事業者の業務効率

化や売上拡大等を支援

▶ （拡）セキュリティ・デジタルビジネス共創促進事業費（新産業推進課）： ６０，３８７千円

⚫ 県内企業におけるサイバーセキュリティ分野での事業化への取組を支援するとともに、誘致企業

等との協業を通じた事業拡大等を促進
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▶ （拡）外国人ＩＴ人材等確保促進事業費（未来人材課） ： １１，８７６千円

⚫ バングラデシュからのＩＴ人材の受入を促進するとともに、留学生の県内就職促進により多業種

において高度外国人材を確保

▶ （拡）外国人材確保総合支援事業費（未来人材課） ： ３２，６１１千円

⚫ 総合相談窓口の設置や事業者の理解促進を図る受入促進セミナーの開催、モデル３市（長崎市、

佐世保市、雲仙市）と連携した地域の実情に応じた事業者への支援等により、外国人材の受入・

定着を促進

▶ （拡）高校生の県内就職促進事業費（未来人材課） ： ４０，０６７千円

⚫ 高校との連携による合同企業説明会や企業見学会の開催など、県内企業の魅力を伝える取組によ

り、県内就職を促進

▶ （拡）大学生の県内就職促進事業費（未来人材課） ： ３６，７６０千円

⚫ 県内大学等との連携による企業交流イベントの開催やインターンシップ等の充実及び県内企業の

魅力発信等の取組により、県内就職を促進

▶ （拡） 職業能力開発校管理費(雇用労働政策課) ：１４２，１４３千円

⚫ 技能者を育成する高等技術専門校の管理運営のほか、魅力発信強化、技能者のスキルアップや育

成に向けた支援を実施することで、製造業を始めとする県内中小企業の人材確保・育成を促進

▶ （新）スタートアップ首都圏チャレンジ事業費（新産業推進課） ： １８，７８７千円

⚫ 首都圏の投資家等との連携を強化し、プッシュ型でのスタートアップの呼び込みを推進するとと

もに、県内に立地している有望なスタートアップを対象に首都圏大企業等との取引拡大を支援

▶ （拡）ミライ企業Nagasaki推進事業費（新産業推進課） ： １７，６３９千円

⚫ スタートアップと投資家等とのマッチングによる資金調達の支援や起業の機運醸成を目指すイベ

ント「ミライ企業Nagasaki」を開催するとともに、登壇者のさらなるレベルアップを図るため、

県内全域でスタートアップの創出を促進

▶ （新）食品製造業パワーアップ事業費（企業振興課） ： ４６，９０５千円

⚫ 物価高を乗り越え、利益を確保し賃上げにつなげていくため、生産性向上と売上・収益確保の両

輪により県内食料品製造事業者を支援

▶ （拡）海外ビジネス展開力強化支援事業費（経営支援課） ： １１，１６７千円

⚫ 堅調な経済成長が続く東南アジア等への事業展開を図る県内中小企業の裾野拡大及び事業拡大を

促進



主な計上事業

【水産部】

令和７年度は、長崎県総合計画の最終年度にあたることから、漁業所得の向上のための生産性向上
や経営の多角化、養殖業の成長産業化に向けた経営体や産地の体質強化、海外での販路開拓・拡大等
の取組を一層推進してまいります。

1. スマート機器の活用促進や海業などによる経営の多角化など、漁業者等の所得の向上に向けた取組
を推進します。

2. 養殖業においては、環境変化やコスト高などに対応するための技術の実証・導入、中核的養殖業者
の育成や養殖産地における漁場の有効利用などに取り組みます。

3. 「食の賑わい創出プロジェクト」などにおいて、関係部局と一体となり、水産物をはじめ本県食材
の魅力発信と消費拡大を図るとともに、東アジアなど海外販路の開拓・拡大に取り組みます。

基本方針
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▶ （拡）長崎産水産物海外マーケット拡大事業費（水産加工流通課） ： ６８，５８３千円

⚫ 成長する海外の需要を取り込むため、輸出に必要なパートナーの発掘や効果的なＰＲの実施、新

たなルートの開拓等を行い、県産水産物の輸出拡大を促進

▶ 新たにチャレンジ水産経営応援事業費（水産経営課） ： ７８，４２９千円

⚫ スマート機器の利用等による操業の効率化・多角化や、６次産業化、海業等にチャレンジする漁

業者が必要とする機器導入・施設整備、省人・省力化につながる漁協等の取組を支援

▶ 養殖技術ブレイクスルー促進事業費（水産加工流通課） ： ６０，６０３千円

⚫ 漁場環境の変化等への対応や、新たな養殖手法、新魚種の導入など、養殖業における課題解決に

向けて、民間のアイデアを活用しながら技術開発・実証を推進

▶ 海業チャレンジ応援事業費（漁政課） ： ９，８３９千円

⚫ 長崎県の海や漁村の魅力などの地域資源を生かした海業コンテンツを創出するためのサポート態

勢づくりを進め、地域の賑わいや所得向上と雇用創出を推進

▶ （新）持続可能な養殖産地育成事業費（水産加工流通課） ： ３２，９０７千円

⚫ 養殖業の持続的成長のため、中核的な養殖業者による先端技術の導入や販売力強化を支援し、産

地の発展に向けた漁場の有効利用を推進
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▶ 県産水産物国内販売強化事業費（水産加工流通課） ： ２５，９６６千円

⚫ 水産加工品の商品力の向上や新たな需要を取り込むことで県産水産物の販路拡大を図るとともに、

デジタル技術の活用による安定的な生産体制等の確保を推進

▶ 漁業と漁村を支える人づくり事業費（水産経営課） ： ８９，０５６千円

⚫ 漁業就業者の確保に向け、移住や漁業就業に関する情報発信等によるＩＪターン者の呼び込み、

スムーズな技術習得を図るとともに、子育て世代移住者の受入体制づくりを推進

▶ 高級魚クエ資源増大支援事業費（漁業振興課） ： １２，２４３千円

⚫ 市場価値が高いクエ資源の維持・増大を図るため、種苗放流と漁獲管理が一体となった資源管理

の取組を支援

▶ 広域種共同放流推進事業費（漁業振興課） ： １０，８５３千円

⚫ 複数県間を移動・回遊する広域回遊種（クルマエビ）について、資源の維持回復を図るため、関

係海域の特性に応じた適切な手法による共同放流と資源管理を推進

▶ 離島漁業再生支援事業費（漁政課） ： １，０４１，７９４千円

⚫ 離島漁業の再生を図るため、漁場の生産力の向上や漁業の再生に関する取組、新規就業者に対す

る漁船等のリース、漁業集落の雇用創出活動を支援

⚫ 漁村の中核的組織である漁協の機能向上を図るため、経営計画の策定や合併に向けた取組を支援

▶ （拡）漁協機能向上支援事業費（漁政課） ： ５，５８４千円

▶ 藻場保全サイクル構築事業費（漁港漁場課） ： ７，３００千円

⚫ 藻場保全サイクルの円滑な推進に向け、県営漁港・漁場におけるブルーカーボンクレジットの認

証に向けた調査や、漁港水域を活用した新たな藻場造成等を行うための水域調査を実施

▶ 長崎のさかな魅力発信事業費（水産加工流通課） ： ４４，６７９千円

⚫ 水産物の消費拡大を図るため、県産水産物の魅力を発信するとともに、生産者、漁協、観光関連

事業者等で連携して県内の魅力ある魚種「推し魚」を選定し、域内供給体制を構築



【農林部】
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主な計上事業

令和７年度は、「新しい長崎県づくりのビジョン」の実現に向け、誰もが本県の食を買って味わえ
る「食の賑わいの場」の創出に向けた実証を実施してまいります。
また、長崎県総合計画の最終年度にあたることから、「快適で儲かる農林業・快適で暮らしやすい

農山村」の実現に向けた各種施策を一層推進してまいります。

1. 新技術・品種の開発など気候変動に強い産地づくり、労力不足に対応した農山村集落の環境保全活
動や農作業のアウトソーシング化の推進、地域の特性に応じたスマート農林業及びグリーン農業技
術の確立や人材育成など、環境変化に対応した持続可能な生産体制の構築に取り組みます。

2. リースハウスの整備などの受入態勢の強化によるＵＩターン等の新規就農者の増大、認定農業者の
経営力向上、農地の集約化等、産地・集落を支える経営力の高い担い手の確保・育成に取り組みま
す。

3. 「食の賑わいの場」の創出に向けた実証、輸出拡大に向けたプロモーションや産地形成、アグリビ
ジネスの拡大など、国内外における流通・販路の拡大に取り組みます。

基本方針

▶ （新）長崎・食の賑わい創出プロジェクト費（農産加工流通課） ： ５７，５２３千円

⚫ 県民や観光客など誰もが本県の食を買って味わえる「食の賑わいの場」の創出に向け、食の賑わ

いの試行・実証のほか、食に関わる人たちの共創の場づくりや食に係る魅力の発信を実施

▶ （拡）集落・産地サポート事業費（農山村振興課） ： １９，２００千円

⚫ 農山村集落・産地の維持・活性化を図るため、人口減少・高齢化などの農山村集落・産地におけ

る課題解決に向け作業のアウトソーシング化を支援

▶ （新）ながさき農業気候変動総合対策事業費（農産園芸課） ： ６４，７４７千円

⚫ 気候変動による農業への影響に対応していくための品種や技術等について、調査・開発・実証・

普及を一貫して行うことで、各産地に安定した生産・出荷体制を早急に構築し、気候変動に強い

産地づくりを推進

▶ （拡）ながさき農業労働力確保支援事業費（農業経営課） ： １４，６１２千円

⚫ 農業者の規模拡大や所得向上を目指す雇用型経営体を育成するため、特定技能外国人材の受け入

れや農福連携等により農業分野における多様な人材活用を促進
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▶ （拡）次世代高能力雌牛群整備促進事業費（畜産課） ： ２５，２６８千円

⚫ 長崎県の肉用牛産地の維持・発展に向け、枝肉重量、脂肪交雑等の産肉能力向上に加え、新たな

指標として、おいしさ能力に着目した県内繁殖雌牛の改良を推進

▶ （拡）長崎和牛銘柄推進事業費（農産加工流通課） ： ２１，５００千円

⚫ 長崎和牛の販路拡大・ブランド化を図るため、生産者団体や流通関係者等と連携した国内外での

フェアやＰＲによる海外・県外での指定店拡大を促進

▶ （拡）森林環境譲与税事業費（林政課） ： ６７，８６５千円

⚫ 森林の適切な管理や林業の成長産業化を促進するため、林業事業体の育成や強化、森林計画等の

森林情報を共有化したクラウド型のシステムの整備、森林経営管理制度に関する市町の業務支援

を実施

▶ （拡）ながさ木ウッドチェンジ事業費（林政課） ： ２０，０００千円

⚫ 県産材の利用拡大のため、非住宅建築物の木造化・木質化に向けたアドバイザーの派遣やセミ

ナーの開催、非住宅建築物への県産材利用等に対して支援を実施

▶ （拡）森林のめぐみ効果拡大事業費（林政課） ： ２，４００千円

⚫ 対馬の原木しいたけ産業の活性化に向け、ほだ木栽培の省力化技術や優良品種の植菌などによる

生産性向上、集出荷体制の構築や新規販売ルートの開拓等を支援

▶ （拡）稼ぐ農山村チャレンジ支援事業費（農山村振興課） ： ２１，６９５千円

⚫ 地域の顔となる特産品づくりによる、集落ぐるみで稼ぐ仕組みを構築するとともに、農産物直売

所の機能強化を支援し、地域活性化を推進



主な計上事業

【土木部】

令和７年度は、長崎県総合計画の最終年度にあたることから、「人流・物流を支える交通ネット
ワークの確立」や「防災・減災対策のための国土強靱化」等を一層推進してまいります。

1. 豊かな暮らしの実現と地域活性化に向けた広域交通ネットワークの形成と個性あるまちづくりを
推進します。

2. 激甚化・頻発化する自然災害から県民の生命・財産・暮らしを守り支えるための強靱な県土づくり
を推進します。

3. 将来にわたって必要なインフラの機能を発揮し続けるための戦略的なインフラ老朽化対策の推進と
インフラの有効活用に取り組みます。

基本方針

39

▶ （新）長崎県インフラツーリズム推進事業費（建設企画課） ： ５，９４６ 千円

⚫ 長崎県のインフラ施設を観光資源として発掘・整備し、地域の独自性を活かした観光コンテンツ

として創出

▶ （新）都市公園“魅力ＵＰ”プロジェクト費（都市政策課） ： ４０，５６８ 千円

⚫ 西海橋公園への集客力向上を図り、広域周遊や交流人口拡大に繋げるため、リニューアルに向け

た民間投資等の活用を検討するとともに、県北地域におけるガーデンツーリズムの推進と

２０２７年国際園芸博覧会への出展に向けた取組を実施

▶ 長崎空き家deミライ創出事業費（住宅課） ： ３６，０００ 千円

⚫ 空き家対策の加速化のため、空き家の活用や管理、相談対応、普及啓発等の取組を始めるＮＰＯ

法人、社団法人等を市町と連携して支援

▶ 道路新設改良費、緊急地方道路整備費（道路建設課） ： １９，３１７，４６１ 千円

▶ 交通安全施設費、電線共同溝整備費（道路維持課） ： ３，２９１，６７０ 千円

▶ 港湾改修費（港湾課） ： ３，３５６，４７２ 千円

⚫ 豊かな暮らしの実現と地域活性化に向けた広域交通ネットワークの形成と個性あるまちづくりの

推進
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▶ 道路災害防除費（道路維持課） ： ２，６１３，７２１ 千円

▶ 港湾改修費、海岸保全費（港湾課） ： １，３２２，０５５ 千円

▶ 大規模特定河川事業費、総合流域防災費、河川総合開発費（河川課）

： ３，６１７，９１８ 千円

▶ 急傾斜地崩壊対策事業費（砂防課） ： ２，２７７，４５０ 千円

▶ 耐震・安心住まいづくり支援事業費（建築課・住宅課） ： １４，３９３ 千円

▶ 宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく調査費（盛土対策室） ： ７３，３９５ 千円

⚫ 激甚化・頻発化する自然災害から県民の生命・財産・暮らしを守り支えるための強靱な県土づく

りの推進

▶ 公園施設長寿命化対策事業費（都市政策課） ： ２５２，０００ 千円

▶ 橋梁補修費、舗装補修費（道路維持課） ： ２，８３０，５３５ 千円

▶ 港湾改修費、海岸老朽化対策緊急事業費（港湾課） ： １，７９２，１８０ 千円

▶ 堰堤改良事業費（河川課） ： ６１７，２５２ 千円

▶ 公営住宅建設費（住宅課） ： １，８４０，４８２ 千円

⚫ 将来にわたって必要なインフラの機能を発揮し続けるための戦略的なインフラ老朽化対策の推進

とインフラの有効活用



主な計上事業

【教育庁】

令和７年度は、長崎県総合計画及び第四期長崎県教育振興基本計画に基づき、子どもたち一人一人
に対応した教育や新しい時代に求められるグローバル人材の育成などによる教育環境の充実を一層推
進してまいります。

1. これからのグローバル社会に必要となる資質・能力の向上を図り、グローバル社会に適応した人材
の育成に取り組みます。

2. 学校と企業が連携・協働を図り、新たなつながりを持ったふるさと教育に取り組みます。また、情
報を広く発信することで、県内全域での取組につなげてまいります。

3. 外部人材を積極的に活用することで、教員の働く環境を良くすることや、遠隔教育センターの開設
により多様な学びを提供するなど、より良い教育を実現します。

4. 地域や各種団体など多様な人材と連携し、子どもたちが将来にわたって文化芸術やスポーツ活動に
親しむ環境づくりを構築します。

基本方針
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▶ （新）世界とつながるＮＡＧＡＳＡＫＩグローバル人材育成事業費（高校教育課）

： ３６，４８５千円

⚫ 高校生の外国語教育において様々な学習機会を与え、これからのグローバル社会において求めら

れる異なる言語や文化、価値への理解、英語コミュニケーション能力の向上を図り、国際県長崎

の地域経済の発展の下支えとなるグローバル人材を育成

▶ （新）学校・地域！いっしょに動こ～で「健やかな体」育成プロジェクト推進事業費

（体育保健課）： ５，６３８千円

⚫ 学校、地域、家庭、競技団体、プロスポーツ等と連携し、多様な人材を活用した事業を一体的に

展開することで子どもたちの「健やかな体」や「豊かなスポーツライフを継続する資質･能力」を

育成

▶ （新）「つながる長崎」ふるさと教育総合推進事業費（義務教育課） ： １１，８０４千円

⚫ ふるさとの未来を担う人材を育成するため、学校と地域との新たなつながりを創出し、情報を広

く発信することで県民一体となってふるさと教育を実施する体制を構築

⚫ 地域子ども教室等、こどもたちが活動する場において、文化芸術活動等に取り組んでもらうこと

で、地域でのこどもたちの文化芸術活動の場を増やし、将来にわたりこどもたちが文化芸術活動

に親しむ環境づくりを推進

▶ （新）地域社会におけるこどもの文化芸術活動推進事業費（学芸文化課）： １，８４４千円
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▶ （拡）学校内外における児童生徒の学びの場創出事業費（児童生徒支援課）：５４，８５８千円

⚫ 小中学校における校内教育支援センター（ＳＳＲ）の設置や、学校外の相談・指導機関との連携、

オンラインによる支援体制強化により、不登校児童生徒のニーズに応じた多様な学びの場や居場

所を確保・提供し、将来的な社会的自立を支援

▶ （拡）教員のなり手不足解消プロジェクト費（高校教育課） ： ８７，４８５千円

⚫ 業務支援員の配置やデジタル採点システムの活用、モデル校における実践研究などの教員の業務

負担軽減につながる取組などによる教育環境の改善

▶ ＮＥＸＴ長崎人材育成事業費（高校教育課） ： １２，８５１千円

⚫ 社会情勢の変化に対応できる人材を育成するため、大学や産業界等と連携して、専門的な講座や

企業見学、アントレプレナーシップ教育の充実や高校生アプリ開発コンテストを実施

▶ 長崎県遠隔教育センター運営費（教育ＤＸ推進室） ： １８，８００千円

⚫ 「長崎県遠隔教育センター」を設置することで、ＩＣＴの活用により地理的条件に関わらず、子

どもたちの興味や関心、進路希望等に応じた多様で豊かな学びを提供

⚫ 子育ての悩みや体験について語り合う機会を、保護者や地域住民、企業、各種団体の関係者に提

供し、地域ぐるみで子育てを応援する人材を育成

▶ 対話でつながる！ながさき子育てネットワーク推進事業費（生涯学習課）： ２，６０５千円

⚫ 各学校が所蔵する埋蔵文化財を教材として整理・活用することで、身近にある故郷の埋蔵文化財

への理解を深めるとともに郷土を愛する人材を育成し、その公開と情報発信により地域の活性化

を促進

▶ （拡）「身近な埋蔵文化財の魅力」再発見事業費（学芸文化課） ： ２，１６９千円

▶ （拡）スクールカウンセラー活用事業費（児童生徒支援課） ：２４８，９４６千円

⚫ 不登校児童生徒の支援体制の強化のため、新たに、教育支援センター等へスクールカウンセラー

を配置



主な計上事業

▶ 地域安全活動推進事業費 ： ２８，１４６千円

⚫ 県民の犯罪に対する抵抗力の強化、防犯意識の高揚及び自主防犯活動の活性化を図り、犯罪の起

きにくいまちづくりを実現するため、特に悪質巧妙化しているＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺等防

止対策を推進

▶ 交通安全教育推進事業費 ： ２８，４５６千円

▶ 交通安全施設整備推進事業費 ： １，１９３，５２４千円

⚫ 交通事故の起きにくい安全で住みやすい地域の実現のため、交通事故分析に基づいた交通安全教

育、交通指導取締り及び道路交通環境の整備等の総合的な交通安全対策を推進

▶ ながさきピース文化祭２０２５の開催に伴う総合対策事業費 ： ２００，０００千円

⚫ ながさきピース文化祭２０２５の開催に伴う総合対策の推進

▶ サイバー犯罪対策推進事業費 ： ４０，９７５千円

⚫ 安全・安心なサイバー空間を確保するため、産学官で協働した広報啓発活動を推進するとともに、

サイバー犯罪に対処する捜査員の育成及び解析機器等の整備を実施

【警察本部】

「県民の期待と信頼に応える力強い警察」を基本姿勢として、県民が安全で安心して暮らすことが
できる社会づくりを実現するため、令和７年度は下記の治安課題への対処を重点的に取り組んでまい
ります。

1. ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺等防止対策の強化
県民に身近なＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺及びニセ電話詐欺の被害防止を図るため、ＳＮＳやテ
レビＣＭなどあらゆる媒体を活用した広報啓発やコールセンター事業等による注意喚起を推進す
るとともに、金融機関、コンビニエンスストアなどの関係機関・団体と連携した取組を推進します。

2. サイバー犯罪対策の強化
サイバー空間と実空間の融合が進む一方で、サイバー犯罪等の脅威が急速に深刻化している情勢
を踏まえ、その脅威に的確に対処するため産学官の連携による県民・事業者のサイバーセキュリ
ティ意識の向上を図る取組を推進するとともに、サイバー犯罪に対処する捜査員の育成及び各種
資機材の整備により対処能力の向上を図り、サイバー犯罪対策を強化します。

3. 交通死亡事故・重傷事故抑止対策の推進
交通事故の全死者数及び重傷者数に占める割合が高い傾向にある高齢者の交通事故を抑止するた
め、交通事故分析に基づいた交通安全教育、交通指導取締り、道路交通環境の整備等の総合的な
交通安全対策を推進します。

4. ながさきピース文化祭２０２５の開催に伴う総合対策の推進
令和７年９月、佐世保市で開催されるながさきピース文化祭２０２５の開会式に御臨場が予定さ
れている天皇皇后両陛下の御身辺の絶対安全確保と歓送迎者の雑踏等による事故の防止を図るた
め、組織の総合力を発揮し、開会式会場をはじめとする行幸啓先の警戒警備、歓送迎者対策、交
通対策等の各種総合対策を推進します。

基本方針
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